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全国実態調査時検診の死亡の減少に及ぼす影響について
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  The auther tried to evaluate the efficacy of mass examination of tuberculosis by 

decreasing rate of mortality rate from tuberculosis after the mass examination. 

  In Japan, nation-wide surveys of tuberculosis have been carried out 4 times every 
five years since 1953 and their rates of response were more than 98%; i.e.,  99.3% in 

1953, 98.9% in 1958 and 98.1% in 1963. The sample population were randomly select-

ed from the stratified sampling unit areas. It was assumed that these sample populations 

have had one more chance of complete chest examination compared with the other 

persons in Japan. 
  The numbers of examinees were 50,340 in 1953, 68,269 in 1958 and 73,399 in 

1963. They were followed up one year and five years after the survey and the number 

of deaths were checked up. 

  The mortality ratios of the observed death to the expected were calculated. The 

mortality ratio was 0.70 (male 0.91 and female 0.44) in 1953 group, 0.76 (male 0.99 

and female 0.59) in 1958 group and 0.56 (male 0.57 and female 0.33) in 1963 group. 

The declining trend of mortality rate from tuberculosis was especially remarkable in 

female, but they were not satistically significant. During five years' observation, the 

mortality ratios were markedly decreased, namely, 0.31 in 1953 group, 0.68 in 1958 

group and 0.43 in 1963 group. These figures were statistically significant. 
  The above results suggest that there are still quite many undetected patients suffering 

from tuberculosis in Japan, and complete chest examination in such a group may cause 

reduction of mortality rate from tuberculosis in a few years.

* From the Department of Epidemiology
, Aichi Cancer Center, Research Institute, Chikusaku, 

 Nagoya Aichi Pref. 464 Japan.
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健康診断1>は,疾 病の早期発見による身体損傷および

後遺症を質量共に最小に止めるため,ま た疾病に対する

有効な予防法を実施 しうるための機会でもあり,か つ能

率のよい衛生教育の場でもある｡集 団あるいは地域 ぐる

みの検診では,こ のほか,地 域 ・集団内での 衛 生 思 想

や,疾 病対策に対する反省の機会をあたえ,個 人的な健

康診断とは異なつた次元の効果がある｡健 康診断が個々

の心身に与える利益を数量的に測定するにはかな りの難

があるが,特 定集団や地域単位については,疾 病例のみ

か らみても,新 患発生率,有 病率,特 定死亡率などの推

移から評価することができる2)一'12>｡

集 団検診が特に無自覚のうちに進行 し,死 に至る結核13)

やがん等の疾患M)"21)で は,現 在までに相当の効果があ

つたことはい うまでもないが,そ の効率という点につい

ては,集 団の有病率,新 発生率,検 診受診率,精 密検査

受診率,診 断精度,受 療率,医 療機関の整備,患 者管理,

指 導体勢,そ れまでの疾病に対する認識 対策および集

団構i成員の衛生思想な どの多くの要因の総合 として結果

づけられるためか,正 面からとりくまれた研究ははなは

だ乏 しかつた｡

著者 らは医療のCost-benefitAnalysis22)の 一環 とし

て集団検診の効率を検討 しようとし,全 国結核実態 調

査地域住民を対象として,死 亡率の減少を 目安に疫学的

な測定を試みよ う と した｡す なわち結核実態調査地域

は,全 国地域の層化抽出標本(約1/1,000抽 出)と して

選ばれ,5万 人以上を対象に5年 ごとに実施 し,年 次比

較ができること,対 象地域では100%近 い検診が行われ

診断精度が高 く,事 後指導管理も相当強力に行われてい

ること,ま た実態調査の対象地域住民は他の住民検診 と

比較 して格段の衛生教育が実施されたと考えられるか ら

である◎著者らは,こ れら地域をより徹底 した集団検診

が他の地域より1回 余分に実施されていると考え,対 照

として同じ時期の全国民をとつて比較し,こ の徹底検診

の効率を以後の死亡率の推移で検討しようとした｡

研究対象および方法

対象は,昭 和28年,33年,38年 の全国実態調査地域

住民6)8)10)を対象とした｡対 象数は表1の ごとくで,未

受検者は28年0.7%33年1.1%,38年1・9%で3

回 を通 じ98%以 上の受診率であ り,性 ・年齢構成も,

それぞれの年度の全国推計人口のそれとほとんど一致 し

ており,ま た市郡別受検者の構成割合も33,38年 はほ

ぼ一致28年 は分類が異なるため比較しえなかつた◎

これら対象について,そ の後1年 および5年 間の追跡

調査資料を利用し,死 亡状況を把握した◎すなわち1年

後の資料は,各 実態調査の1年 後に実施された1/3サ ン

プルの追求調査結果7)9)11)を,また後者は結核予防会が実

施 した各年次実態調査時要医療者 の 追求調査資料2S)'"26)

を用いた｡そ の対象数は表1に 示した｡

対 象としての全国民の死亡状況は人 口動態統計27)によ

つた｡

全死亡に関してはそれほ ど問題がないが,特 殊死亡 と

しての結核については,当 然非結核死からの影響を無視

することができない｡特 に高年齢層では影響が大 となる

ので,死 因の競合を考慮 し,特 定疾患の死亡率を以下の

ごとく訂正して計算 した｡す なわち特定疾患以外の死亡

率を0と した場合のその疾患の死亡率Qnは 以 下 の数

式28)で計算 した｡

Qn=1-Pdノq

P:生 存率P十Q:1

q:全 死亡率

d:訂 正前の特殊疾患死亡率

したがつて5年 間累積死亡率は,

Q5=1-SズS2・S3・Si・S5

Table1.Numbers0fInitialX-rayExamineesandNumbersofPersons

FollowedupOneofFiveYearsbySexandInitialSurveyYear

一

Initial
Surveyyear

Sex
Initial
totalexaminees

Exami論ees

followedup

afteroneyear率

Examinees

followedup

afteroneyear勅

M 24,496 7,370 813

1953 F 25,844 7,798 495

Total 50,340 15,168 1,308

M 32,866 10,816 1,309

1958 F 35,403 11,969 781

Tota1 68,269 22,785 2,090

M 35,746 11,220 898

1963 F 37,653 12,829 513

Tota1 73,399 24,049 1,411

癖Onethirdrandomsampleofinitialexaminees
.

料Samplestakenfromallthemorbidandhealdcasesfrominitialexaminees
.
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2つ の集 団の 死 亡 率 の比 較 は,年 齢 構 成 を 訂 正 し た

RelativeRisk(0/E)で あ ら わ し,有 意 差 を 検 定29)し

た｡す なわ ちRelativeRisk:」 受は 以 下 の ご と く算 出 し

た｡

k-・ μr鎌
、 λ・-B,/A・

i:年 齢階層

・曳:全 国人日

疏:実 態調査追跡者数

Xt:全 国結核死亡数

Yt:実 態調査結核死亡数

論 の95%信 頼限界は

Σy琶一乱 Σλ乞Xt
-1 ・96<VS(巧 藁2λ

乞X∂<1・96

となることより,そ の上限と下限が計算される⑪

なお1年 後の追跡調査は全死亡,結 核死亡,非 結核死

亡について,5年 後は結核死亡についてのみ検討するこ

とになる｡ま た実態調査時異常なし群からのその後5年

間に結核発症し死亡 した者の推定は,実 態調査後1年 間

は調査されているので,2年 ～5年 間における有病者か

らの死亡は,最 初の1年 間と同率であると仮定して算出

した◇

結 果

表2は 実 態 調 査 年 度 別 に 受 診 老 中 の 受診 後1年 間 の結

核 死 亡 数(0)と,全 国 の結 核 死亡 率 か ら期 待 され る理 論

値(E)と の比RelativeRiskと,そ の95%信 頼 限 界

を 示 してい る｡0/E比 は,男 で は28年O.91,33年

O.99,38年0.57,女 で は それ ぞれ0.44,0.59,0.53

で,男 で は28,33年 は全 国 と差 は な いが,38年 は43

%減 少 を示 して お り,一 方 女 で は どの 年 度 も60%o以 下

に 低 下 して い る｡し か し,い ず れ も有 意 差 は 示 してい な

Table2.NumbersofDeathsfromTuberculosisamongOneThirdSamplesofInitial

ExamineesandItsMortalityRatiobySexandInitialSurveyYear

Initial

S蟹veyyear
Sex

Numbersofdeath$ Mortality

ratio

Confidenceli
mitsat
95%leve1Obser▽ed Expected

1953

M

F

Total

5

2

7

5.5

4.5

10.8

0.91

0.44

0.70

0.1～L7

0.1～L1

0.2～L2

1958

M

F

Tota1

5

4

9

5.1

6.7

11.8

0.99

0.59

0.76

0,1～2.3

0.0～3.6

0.3～1.4

1963

M

F

Total

2

1

3

3.5

1.9

5.4

0.57

0.53

0.56

0.0～1｡8

0.0～2.8

0.0～1.4

n、S.

Table3. NumbersofDeathsfromNon・-TuberculosisamongOneThirdSamplesofInitial

ExamineesandItsM0rtalityRati0bySexandInitialSurveyYear

In{tial Sex
Numbers《 》fdeaths MQrtality C◎nfidence

Iimits
surveyyear Observed Expected

傅

rat1Q 3t
95%IeveI

M 51 67.0 0｡76* 0.55～0｡97

1953 F 53 62.6 0.85 0.62～1.08

Tot烈1 104 129.6 0.80窒 0｡65～0.96

M 81 89.4 0.91 0.71～1.10

1958 F 61 77.5
2

0.79* 0.59～0.98

Total 142 166.9 0.85* 0.71～0.99

M 71 88.2 0.80* 0.62～0.99

1963 F 61 77.7 0.79* 0.59～0.98
準

Total 132 165.9 0｡79* 0.66～0｡93
}

索p〈0｡05
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Table4. NumbersofTotalDeathsam0ngOneThirdSamplesofInitialExaminees

andItsM◎rtalityRatiobySexandInitialSurveyYear

Initial

S犠rveyyear
Sex

Numbersofdeaths Mortality

ratio

Confidence
limitsat
95%1eve1Observed Expected

1953

M

F

TOtal

56

54

110

79.4

70.0

153.0

0.70*

0.77零

0.74*

0.52～0.89

0｡57～0.98

0.58～0.85

1958

M

F

Tota1

87

65

152

94.8

81.2

175.6

0.92

0.80*

0.86

0.72～1｡11

0.61～0.99

0.72～0.99

1963

M

F

Total

73

62

135

89.2

80.5

170.4

0.82

0｡77*

0.79*

0.63～1.00

0.58～0.96

0｡66～0.93

*p<0 .05

Table5・NumbersofDeathsfromTuberculosisamongOneThirdSamplesof

InitialMorbidCasesandItsMortalityRatiobySurveyYear

Initial

surveyyear

Numbersofdeaths Mortality

ratio

Confidenceli
mltsat

95ワ01eve1Observed Expected

1953

1958

1963

103.8

140.6

44.8

178.2

215.2

90.5

0.58*

0.65率

0.50*

0.47～0.69

0.55～0.76

0.35～0.64

・p〈0 .05

いo

表3は 非結核死についての同様の観察であ るが,0/E

は,男 では28年0.76,33年O.91,38年0｡80,女 では

それぞれO.85,α79,0一79で 男の28,38年,女 で33,

38年 と有意差を示 している｡し か し減少度は年度別に差

はなく,結 核の38年 にみせたような減少率は示 してい

ない｡全 死亡については表4の ごとくで,非 結核死の傾

向に似ており,検 診集団は全死亡率が若干低下 してくる

傾向がある｡実 態調査の未受診率は前述 したごとくで,

28年0・7%,33年1.1%,38年1・9%で あるが,そ のう

ち結核以外の疾病による未受診例は,そ れぞれ17,36,

183例 あ り,彼 らが死亡率の高い群と考えると,こ の群

を除いたため全死亡,非 結核死亡が有意に減少したので

はないかとも思われる｡

表5は 実態調査で要医療 と診断された有病者群の受診

後5年 間の結核死亡数 と,全 国の結核死亡率からの期待

値および0/Eを 示 してある｡こ の死亡数は方法 の項で

述べたごとく,非 結核死亡の影響を除 くための訂正と追

跡不能例については追跡群と同一の死亡率をもつ とみな

して計算し加えてある｡期 待値につ い て も 同様訂正し

た◇

0/Eは28年0・58,33年O.65,38年0.50で ,各

年度共35～50%の 減少を示 してお り,い ずれも有意差

を示 している｡た だ減少度は,年 度 で 若 干の差があつ

た｡

ここで,受 検年度では要医療 とならなかつた大部分の

者からの発病,更 には死亡者については補正が必要とな

る｡補 正については,異 常なしからの発病頻度は実態調

査1年 後の追跡調査の結果と同率とし,昭 和28年 群で

は28～29年(第1年 目)159名(1ノ3の サンプルで53

名の発生をみたので3倍 して母集団の新発生数とした),

第2年 目から5年 目まで同様年間159名 発生するとし,

有病者からの年間結核死亡率は第1年 目が0.012で あつ

たので第2年 目からも同率を用いた｡た だ発生の年度は

平均観察期間を半年として計算した｡28年 群では,第2

年 目から5年 目までの死亡合計は15.1例 となる｡同 様

に33年 は年間132名 の発生,死 亡21KO.Ollと して11 .5,

38年 は105名 発生・死亡率O・06と して5.0と なる｡

この死亡数で表5を 補正すると,0/Eは28年o .67,33

年O・70・38年0・55と な り若干大 きくなるが,依 然と

して有意差がある｡

表6は 年齢別に観察 した もので,異 常なしからの推定

発病死亡を含んでないが,い ずれの調査年でも49歳 以

下に0/Eが 低 く・異常な しからの発病死亡 を含めても

有意に低いが・50歳 以上では減少率 も少な く,33年 は

全国に比べ差を認めない｡表2～5を 参照すると,33年

の男の50歳 以上が他に比ぺ死亡率が高かつたのではな

いかと考えられ,こ の群は更に検討が必要であろ う｡
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Table6.NumbersofDeathfromTuberculosisamongOneThirdSamples◎fInitial

MorbidCasesandItsM◎rtalityRatiobyAgeandInitialSurveyYear

hitiaI

surveyyear A暮e
Numbersofdeaths Mortality

ratio

Confidenceli
mitsat
95%1eve1Observed Expected

1953

～49

50～

54.9

49.0

113.0

65.3

0｡49零

075ホ

0.36～0｡61

0.54～0.96

1958

～49

50～

63.3

77.3

136.5

78.7

0.46掌

0.98

0｡35～0.58

0.76～1｡20

1963

～49

50～

13.2

3L7

31.9

58.7

0.41*

0.54毒

0.19～0.64

0.35～0.73

・pくO .05

Table7.NumbersofDeathsfromNon-TuberculosisamongOneThirdSamples

ofInitialMorbidCasesandItsMortalityRatiobySurveyYear

1獄itial

SU「veyyear

Numbersofdeaths Mortality

ratio

Co獄fidence
limitsat

95%IevelObserved Expected

1953

1958

1963

61.3

151.0

96.5

58.5

115.8

79.0

1.05

1.30零

1.22

0｡79～1.31

1｡10～1.51

0.98～1.46

表7は 有病者集団の非結核死亡 の増減度 を0/Eで み

たもので,結 核死亡の影響を訂正 してある｡

28年 は1.05と 差な く,33年 は1｡30,38年 は1.22で

共に死亡の増加を示 しており,33年 は有意差 が ある｡

33年 は前述 したごとく,調 査集団の結核死亡減少 も男

子50歳 以上で著明でなく,非 結核死が逆に増加してい

ることに注 目せねばならない｡こ れは,治 療の普及によ

り延命させられた群がこの時期に他の病で多 く死亡 した

か,調 査対象地区が偏つたか,母 集団が小さすぎるため

の偏 りかはつきりしない｡し かし38年 も増加している

ことは,結 核死亡を検討する際 非結核死亡の影響をも

十分に考慮する必要があることを物語つている｡

図は実態調査受診群と全国の結核死亡率の年次推移を

示 したもので,前 者は5年 間推定死亡率を年間に直 して

Plotし た ものである｡こ れからみると,実 態調査受検群

は全国平均より3～4年 早期に死亡率が低下 しているこ

とになる｡性 別では女子に,年 齢別には49歳 以下に減

少傾向が若干強かつた｡

ここで昭和28年 以降の結核対策の普及状況の一一・…指標

として患者の無自覚率を実態調査からみ て み る と,28

年61・5%,33年51・1%,38年40・4%で あ り,結 核

にかかつたことのある有病者は,そ れぞれ17.1,23｡2,

21.0%で,38年 に至つても全国1eve1で み ると,両 者

合せて約60%の 人が罹病を自覚せず治療を受けていな

かつたことになる｡

以上の結果からみると,実 態調査受検地区における結

核死亡の減少は,結 核検診の普及のお くれが有病率の高

い層および女子に著 しく,罹 病の自覚と医療の普及の差

Fig.TrendofM◎rtalityRateofTuberculosisin

theExamiReesofNationwideSampleSurvey

PopulationandGeneralPopulationbySex

Rateper

100,000Male

200

100

50

20

Rateper

100・188Fe想ale

50

20

1951535557 5961636567

Year

が生じたこと,感 染性患者の発見,加 療による新しい感

染,発 病者の減少,予 防接種率の向上,そ の他地域集団

としての啓蒙活動,結 核対策の改善などの幾つかの要因

の複合によりもたらされたものと考えられる｡た だ実態

調査発見患者中,有 空洞者でも5年 間放置率が,28年

12%,33年13%,38年18%も あつたことは,死 亡率

の低下を更に向上しうることを物語つている⇔

今後,集 団検診が質的にも充実し,全 国的に高率に実

施されれぽ,こ うしたRelativeRiskは1.0に 近 づ く
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ものと思われる｡

考 案

医療対策の効率の測定は,過 去および現在行われつつ

ある対策が,ど ういう機序によつて効果をあげえたか,

またどうい う原因が疾病減少をはばんでいるかを,よ り

明確に し,よ り強力な改善への方向を見出すことにもな

る｡健 康診断,特 に集団検診はMasscommunication,

Masseducatienの 場でもあり,疾 病認識 予防への参

加,医 療への理解を深めるために,き わめて能率のよい

機会である｡地 域あるいは集団単位での実施は,個 人に

対するとは異なつた対策が加重されるのも利点である｡

集 団検診の効率を患者の新発生率・有病率で求めるの

が直接的であるとすると,死 亡率は間接的な測定法 とい

えるか もしれない◎死亡率は前2者 に比べ信 頼 性 が高

く,か つ容易に入手 しうる長所があるが,死 亡率が低い

疾患では統 計処理上に問題点があ り,ま た死因について

は診断法により若干の差が生ず る欠点がある｡

集 団検診は全国各地,各 事業所,団 体で行 わ れ て お

り,就 学者および大企業では100%近 い検診が毎年実施

されている｡し たがつて,全 国実態調査地区を1回 余分

に,徹 底的な検診が行われたとするには,問 題がないわ

けではない｡し かし若年齢層には結核有病者が少な く,

また100%近 い検診が実施されている職場の従業員数も

決 して多 くはないことから,地 区全体の人口の有病率に

及ぼす影響ほ,そ れほ ど大きいとは思われない｡た だ し

性別でみると,男 の15～59歳 の生産年齢では相当高率

に検診が実施されているので,検 診の影響は女子と老人

を中心に観察 したほ うが,よ り合理的と考えられる｡

結 核患者集団での結核死亡あるいは非結核死亡につい

ては,競 合死因の影響を少な くするため,研 究方法で述

ぺたごとき訂正を加え比較 した｡

実態調査受検後1年 間については死亡数が少な く,結

核死亡については有意差はみていないが,非 結核死 全

死亡では女子でいずれも差を生じている｡こ のことは,

実態調査対象数が結核有病率を基礎に算定選出されてお

り,よ り低率な死亡を観察するには,母 集団が小さすぎ

たためと考えられる｡女 子が高い減少率を示 したのは,

前述 したごとく,集 検普及率が男子に比ぺ低いため,検

診の効果が強かつたと考えられる｡全 死亡,非 結核死亡

まで減少 したのは,検 診を機会に結核以外の疾病が早期

に発見され,医 療を受ける率が向上 したことや,衛 生知

識の普及や公衆衛生治動の改善などがあずかつて力があ

つたか もしれない｡男 子の一部で有意差を認めなかつた

のは,女 子に比ぺ受診,受 療機会が多いことにも関係が

あるかもしれない｡こ の他調査地域選出時の標本の偏 り

や,結 果の項で述ぺたごとく,疾 病により未受診側が高

い死亡率を示したとすると,そ のための影響も考えねば
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ならない｡

5年 間の追跡調査は,結 核予防会結核研究所でまとめ

られた有病者についての資料のみであるので,こ れから

死亡の減少度を算出した｡追 跡調査率は70～80%で あ

つたので,追 跡不能例中の死亡は追跡群と同率 とみなし

て計算 した｡し かし追跡不能例は軽症例が多 い こ とか

ら,同 率での計算は若干overestimateに な ろう｡こ れ

でみると,28～38年 まで40～50%の 大幅な 減 少 で あ

り,検 診時異常な しからの発病,死 亡をかな り高 く見積

つても,30～45%の 減少を示 している｡

年齢別にみると49歳 以下に減少が大であるが,こ れ

は前述の過去の検診機会とは矛盾 した結果を示 している

が,若 年者は医療効果が高年者より大 きいことと,感 染

源対策による新発生の減少などによるものか も しれ な

い｡38年 には高年層も45%の 減少を示 してお り,こ れ

は医療の進歩と関連させて考えることもできる｡非 結核

死については33年 より増加してお り,結 核死の減少が

非結核死に影響を与えたのではないか とも思われ る｡

33年 については28年 来の治療法の進歩普及により延命

してきた患者が,33年 ころ一時的に死亡率 が 高 くなつ

たともとれるが,全 国の死亡率は比較的順調に下がつて

お り,死 亡率をみるにはサ ンプル地区の数,対 象人員が

少なすぎたために生じた現象かもしれない｡

以上,地 域集団検診の効率を死亡率から検討しようと

試みた｡集 団検診の効果は多 くの要因の複合としてあら

われるので,死 亡率では間接的な評価 しかな しえ な い

が,対 象数が適当であれば十分評価 しうるものと思う｡

検診の効果は言い古されたごとく受診率,診 断精度,受

療率にかかつてお り,特 に受療率は無自覚で進行する疾

病に対 しては大きな影響があり,同 じ意味で検診後の患

者管理が検診効率を左右 していることになる｡

結 論

結核実態調査の対象者は余分に1回 高率な検診が行わ

れたと考え,徹 底検診の効果をその後の結核死亡減少を

指標に検討 し,以 下の結果を得た｡

昭和28,33,38年 の実態調査受診者約19万 人の調査

後1年,5年 の結核死亡者数を全国 の 性,年 齢階級別死

亡率より求めた期待値 との比(0ノE比)を 用い示す と,

1年 間 の0/E比 は28年O.70(男O.91,女O.44),

33年0.76(男0.99,女0.59),38年0.56(男O.57,

女O.33)と な り,い ずれ も減少を示すが有意ではない｡

女子は男子より著 しい｡5年 間の0ノE比 は,'28年0.31,

33年0・68,38年O・43,い ずれも有意に死亡が減少し

ている｡感 染源の減少,結 核対策の普及がみられたにも

かかわらず,前 述の死亡の減少は一面では集検の普及が

遅れている集団が少な くないことを示すと同時に今後の

徹底検診の普及により5年 聞に40%以 上 の死亡を減少
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